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Evidence from England and Australia
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要旨
　 1 ．骨太の方針 2022 を受け，所得連動返還型奨学金（ICL）制度のまず
大学院での導入が検討されている。ICL への国民的な理解・受け入れ可能性
を得るには，ICL を使って全国民に大学の学部教育を開く必要がある。国民
の多数派は高卒以下であり，高卒社会人のリカレント教育にも ICL を使え
るようにすべきである。
　 2 ．豪州で ICL はリカレント教育増加を妨げなかった。
　 3 ．一方，イングランドでは，ICL を導入したが，高年齢層の社会人学生
が多いパートタイム学部生を激減させた。その原因は，① ICL を使える対
象を絞り，普遍主義を取らなかったこと，②学費を上げたのに，給付奨学金
を廃止して，ICL だけにしてしまったことである。生活費ローンの効果は限
定的であり，給付奨学金を英国議会や財団が勧告した。
　 4 ．豪州のパートタイム学生の入学者は漸増傾向である。また，授業料を
廃止したアイルランドと豪州の比較研究を確認する。
　 5 ．日本の ICL 制度の方向性を論じる。第一に，ICL の年収要件を外して，
全員が使える普遍主義をとり，ICL 制度への支持を増やす。第二に，低所得
層への支援を傾斜配分的に厚くする「傾斜付き普遍主義」を採用する。「貧
しい者はますます貧しくなる」マタイ効果の悪循環を断つために，低スキル，
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低所得層への「的を絞った補助金」＝給付奨学金の拡充を ICL とセットで
検討する。第三に，遺産から ICL 債権を回収することで，選挙で多数派を
占めていく高齢者も ICL を利用できるようにする。遺産からの債権回収の
ためには，日本学生支援機構から国税庁に，ICL 債権回収業務を移管してい
く必要がある。第四に，外部効果を概算して，ICL 債権を回収できなくても，
高齢者が補助金として ICL を利用できるようにする。
　 6 ．今後の課題を確認する。第一に，源泉徴収方式の必要性から，日本学
生支援機構と国税庁の統合改革の検討の必要性を指摘する。第二に，女性の
低収入への対処法の問題（返還が始まる年収閾値を低くか，働き方改革が先
か）を確認する。第三に，ICL と卒業税のどちらが望ましいかという問題を
確認する。

キーワード
パートタイム学生（part-time student），社会人学生（mature-age student），
傾斜付き普遍主義（proportionate universalism），マタイ効果（Matthew 
effect），的を絞った補助金（targeted subsidies），給付奨学金（grant）

1 ．�日本：骨太の方針 2022（国民的な理解で ICL 導入検討。まず大
学院で）

　2022（令和 4）年 6 月 7 日に閣議決定された，骨太の方針（経済財政運営
と改革の基本方針）2022 は，所得連動返還型奨学金制度（「在学中は授業料
を徴収せず卒業後の所得に応じて納付を可能とする新たな制度」）を大学院
で導入することとした。すなわち，同制度を，「教育費を親・子供本人・国
がどのように負担すべきかという論点や本制度の国民的な理解・受け入れ可
能性を十分に考慮した上で，授業料無償化の対象となっていない学生につい
て，安定的な財源を確保しつつ本格導入することに向け検討することとし，
まずは大学院段階において導入することにより，ライフイベントも踏まえた
柔軟な返還・納付（出世払い）の仕組みの創設を行う。」とした（内閣府 
2022）。
　また，骨太の方針を受けて，文部科学省の「大学院段階の学生支援のため
の新たな制度に関する検討会議」（以下，検討会議）は，2022（令和 4）年
12 月に「大学院段階における「授業料後払い」制度（在学中は授業料を徴
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収せず，卒業後の所得に応じて納付する新たな制度）の創設について（報告）」
を出した。所得連動返還型奨学金（Income Contingent Loan；以下，ICL）
制度の大学院での創設についての報告である（大学院段階の学生支援のため
の新たな制度に関する検討会議 2022c）。
　報告に先立つ最後の第 4 回の検討会議で，阪本崇委員（教育経済学，公共
政策）は，大岡（2014）に言及し，スウェーデンの制度も，制度がむしろ文
化をつくっていったことを非常に強調しているので，ICL 制度が「入ったこ
とによって教育に対してよりたくさんの資源を向けるというような国民意識
というものが醸成されるというふうになってくれば，それがもっともよい」
と述べている（大学院段階の学生支援のための新たな制度に関する検討会議 
2022b）。
　では，どのような ICL 制度を創っていけば，「国民的な理解・受け入れ可
能性」を高め，「教育により多くの資源を向ける国民意識」を作れるのだろ
うか。
　それには，全国民に大学の学部教育を開いていく必要があるというのが本
論の骨子である。自分は大学とは無縁と考えてきた高卒の労働者も，リカレ
ント教育で大学を利用できるような ICL 制度の創設をめざしてはじめて，
ICL 制度の「国民的な理解・受け入れ可能性」を高め，「教育により多くの
資源を向ける国民意識」を作れるだろう。

1.1　国民的な理解・受け入れ可能性：全国民に大学の学部教育を開く
　「所得連動返還型奨学金（ICL）制度」は，奨学金の返還額を返還者（奨
学生）の所得に応じて調整する制度である。所得が一定水準に達するまで返
還を求めない。また，所得がその水準に達してからも所得に連動する形で返
還額を調整する。低所得層の返還負担を軽減する仕組みである（小塩 
2020）。
　ICL は，授業料を親負担でなく本人負担とする「個人化」である。また，
国によっては返還期間（返還が帳消しになる期間）を設定する場合があり，
返還期間を過ぎても返還残額があるときは本人は返還せず，公費で負担する
ことになる。このとき，社会が支える「社会化」が行われる。制度設計によ
り社会化の程度は大きく異なるが，ICL は個人化と社会化の複合だといえる
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（大岡 2020）1。
　この ICL の「社会化」の部分をどう設計して，どう意味づけるかが，国
民的な理解・受け入れ可能性を考えるときは重要である。国民全員が負担す
る税金が，ICL に公費として投入されることになるからだ。
　国民みんなが払う税金を ICL に投入し，高等教育への公財政支出を拡大
することに，国民的な理解を得るには何をすればよいか。

1.2　国民の多数派は高卒以下。高卒社会人のリカレント教育にも ICL を
　参考になるのは，「小さな政府」なのに，高等教育への公財政支出の拡大
を進めた米国，豪州（オーストラリア），ニュージーランドである。濱中・
島（2012）によれば，この国々は，若いときに限らず，国民が生涯のどこか
で，安い費用で高等教育を利用できる権利を保証し，政府が財政支出をして
いる。全ての国民がいつでもこの権利を享受できることが，「高等教育への
公財政支出の拡大」への社会的合意を得るための必要条件となる。日本の大
学進学率はまだ 50% 超である。学生の多くが若年で，「半数近い国民にとっ
て，大学は無縁の存在」である。全ての国民が大学進学を自分の問題と捉え
られるようになることが，「高等教育支出の公的負担の拡大」に対する合意
形成に向けた第一歩であるという（濱中・島 2012）。
　「半数近い国民にとって，大学は無縁の存在」というのは，高卒者（フロー）
の進路状況からみた場合であった。これを 15 歳以上の国民全体（ストック）
で考えるため，15 歳以上人口の「高卒以下割合，大学・大学院卒割合，高
等教育卒割合」を出したのが図表 1 である2。
　15 歳以上の国民全体（ストック）で考えると，大学・大学院卒割合は約 2
割に過ぎない。短大・高専卒も含む高等教育卒割合で見ても 4 割に届かない。
15 歳以上の国民の約 6 割は高等教育卒業者ではない。国民の約 6 割は，自
分たちが利用しない大学や短大等にさらに税金をつぎ込む ICL を作ること
には，賛成しにくいと考えられる（大岡 2021）。

1 	Spies-Butcher & Bryant （2018: 773-4）は，ICL はローンと税のハイブリッドだと指摘する。ロー
ンは，ここでいう個人化に，税は社会化にあたる。
2 	国民全体の最終学歴についての調査は二つある。国勢調査では 10 年に一度，最終学歴（最終卒
業学校の種類）別の人口が調査される。5 年ごとに実施される「就業構造基本調査」でも，教育別
15 歳以上人口が調査される（総務省統計局 2019）。
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　では，ICL への賛成を増やすには，どうすればよいか。今まで社会人の自
分たちには縁の薄かった大学や短大等でリカレント教育を受けやすくなるよ
うな制度として，ICL 制度を作っていけばよい。つまり，国民全体から理解
を得ていくためには，ICL 制度を，高卒以下も含むすべての社会人のリカレ
ント教育を徹底して促す制度として構想する必要がある。すべての国民が希
望さえすればいつでも使いうる制度として，ICL 制度を鍛え直し続けていく。

3 	就業構造基本調査には，「（卒業者）不詳」のカテゴリーがないため，ゼロとなっている。

図表 1　高卒以下割合，大学・大学院卒割合，高等教育卒割合の推移
（単位：万人）

調査年
15 歳以上�

人口
小学校・
中学校

高校・
旧中

高校以下
卒業者

高卒以下
割合

国勢調査 2010 11,028 1,676 4,140 5,816 53%

就業構造
基本調査

2012 11,082 1,811 4,619 6,430 58%

就業構造
基本調査

2017 11,098 1,500 4,505 6,005 54%

国勢調査 2020 10,826 1,207 3,785 4,991 46%

短大・
高専

大学・�
大学院

高等教育�
卒業者

大学・
大学院卒

割合

高等教育
卒割合

1,319 1,772 3,090 16% 28%

1,499 2,180 3,679 20% 33%

1,592 2,481 4,073 22% 37%

1,389 2,190 3,579 20% 33%

（卒業者）
不詳

在学者
（卒業者）

不詳・
在学者

（卒業者）
不詳・在
学者割合

1,338 770 2,108 19%

0 811 811 7%

0 818 818 7%

1,506 740 2,246 21%
出典：総務省統計局（2013, 2014, 2018, 2020）より筆者作成3
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そうしてはじめて，同制度への理解が国民全体へ広がっていくことが期待で
きるだろう。

2 ．豪州の ICL はリカレント教育増加を妨げなかった
　筆者が 2022 年 9 月 30 日にインタビューしたメルボルン教育学大学院ジェ
ニー・チェスターズ准教授は，いったん働いていたが，2001 年に 43 歳で大
学院に入り，2009 年 51 歳で社会学博士の学位を取った。大学院に再入学で
きたのは，ICL があったおかげだったという。
　では，ICL は全体として，社会人のリカレント教育を促すことができたの
だろうか？
　豪州では，無料だった大学授業料が 1989 年に個人負担とされるとともに，
所 得 連 動 返 還 型 奨 学 金（ICL） の 一 種 の HECS（Higher Education 
Contributions Scheme，高等教育拠出金制度）が始まった。大岡（2022）で
は，HECS4による学生負担額の導入が，全体としての 25 歳以上の社会人大
学入学の増加を，少なくとも妨げることはなかったことを確認した（図表 2，
Buchler et al. 2014）。

4 	HECS は，2005 年に下記のように HECS-HELP となったが，正確に書き分けると煩雑なため，
以下の HECS は HECS-HELP も含むものとして記述する。
　豪州政府は HECS および新たな学生向け高等教育費用負担支援スキームを包含する枠組みとし
て，HELP（Higher Education Loan Programme，高等教育ローンプログラム）を設け，2005 年
から実施した。連邦政府は，HELP ローン支出金を，学生本人に対してではなく，高等教育機関
に支払うという資金の流れは HECS 時代と同様である。この改革に伴い，従前からの HECS プロ
グラムは，① HECS-HELP（高等教育の費用の自己負担分を無利子かつ所得累進制で返済する「政
府支援学生」＜Commonwealth supported students＞向け）となった。なお，国内大学生のすべ
てが政府支援学生となるわけではなく，各年の対象学生数は予算制約や政府の方針等によっても
変動することになる。そうした事情も踏まえて，①以外にも，② FEE-HELP（国内の授業料徴収
学生向け。学部コースは手数料あり，大学院コースはなし），③ OS-HELP（海外で学ぶ政府支援
学生向け，手数料なし）が合わせて設けられた（河村 2018）。
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　図表 2 の前の 1990 年代も 25 歳以上の社会人大学生は増えていた。
Buchler et al. （2014）によれば，豪州の人口に占める学校卒業後の資格（職
業教育か高等教育の資格）取得者の割合は，過去 20 年間に急速に増加した。
図表 3 が示すように，1991 年から 2011 年の間に，すべての年齢層で学校卒
業後の資格を保有する人の割合が増加した。全体として，これは，豪州の社
会人が資格のレベルを上げるために教育に復帰していることを示している

（Buchler et al. 2014: 101-2）。

出典：�Australian Bureau of Statistics（2018）, Booth & Kee（2009: 25）より
筆者作成。

図表 2　�年齢層別・男女別の社会人入学者数の推移 1998―2018 年（単位：
千人）
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　図表 3 の太線の 45―54 歳は，2009 年まで学校卒業後の資格取得者の割合
を増やし続けた。2009 年に 51 歳で博士号を取ったチェスターズ准教授もそ
の一人である。ICL の一種である HECS があることで，成人した豪州人は，
いつでも学業に復帰できる手段を手に入れることができると，HECS を
Buchler et al. （2014）は評価している（大岡 2022）。
　では，1991 年以前，HECS が導入された 1989 年の前後では，学校卒業後
の資格を保有する人の割合はどう変化したのだろうか。Buchler らとは別の
統計5に基づき，図表 4 を作成した。

5 	Buchler et al.（2014）の共著者であるチェスターズ准教授のご教示で，その存在を知った。記し
て感謝したい。

出典：Buchler et al. （2014）

図表 3　学校卒業後の資格を保有する人の割合の推移（1991 ～ 2011）
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　HECS が導入され，授業料が無償から有料になったのは 1989 年 1 月 1 日
である（Ey 2021: 3）。それにもかかわらず，1989 年以降，学校卒業後の資
格を保有する人の割合は増える傾向にある（図表 4）。25 歳以上の成人した
豪州人にとって，HECS という所得連動返還型奨学金制度は，いつでも学業
に復帰できる手段となったと評価することができるだろう6。
　在学中の学生数全体をみても，15 ～ 64 歳の高等教育の学生数は，HECS
が導入され授業料が無償から有料になった 1989 年の後も，順調に伸びてい
る（図表 5 の点線 Higher education）。

6 	ただし，低い社会経済的地位の社会人に焦点を絞り，彼らが高額な専攻分野の大学に入学する
ことを HECS が妨げなかったどうかについては，先行研究でも明確になっておらず，さらなる研
究が必要である（大岡 2022）。

出典：�Australian Bureau of Statistics（1991-3）より
筆者作成

図表 4　�学校卒業後の資格を保有する人の割合の
推移（1986 ～ 1993, 各年 2月）
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　学士号以上の学位保持者の割合は，25 ～ 34 歳人口に占める割合で，1989 
年の 12.3％から 2014 年の 37.3％まで増加した（未来工学研究所 2018: 31）。

7 	TAFE は豪州の公立高等専門学校の呼称。Technical and Further Education の略。

注：�下―高等教育機関在学者割合（15 ～ 64 歳），中―学士以上の学位保持率（15 ～ 64 歳），上―
学士以上の学位保持率（25 ～ 34 歳）

出典：�Australian Government, Department of Education and Training（2015: 28），未来工学研
究所（2018: 32）

図表 6　�国内人口における高等教育在学者割合，学士号以上学位保持率の推移（1989 ～
2014 年）

出典：Australian Bureau of Statistics（1992: 2）

図表 5　�15 ～ 64 歳の学生数（5月に在学中の教育
機関別7，単位：千人）
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2.1　返済要となる最低所得金額が下がっても低所得層の進学率上昇
　HECS でローンの返済を求められる最低所得金額を閾値という。閾値が下
げられると，より低所得の者も返済を求められることになる。閾値が大きく
下げられた（1997 年）後の 1998 年でも，HECS 導入後と同様に，どの所得
グループでも大学進学率が低下することはなかった。どの所得グループにお
いても大きな進学率の伸びが見られた（図表 7，未来工学研究所 2018: 36-
7）。

出典：未来工学研究所（2018: 37）, Chapman（2005: 67）

図表 7　 18 歳人口の大学進学割合（所得レベル別）

　一方，イングランドでの給付奨学金廃止，学費上昇，ICL の導入はパート
タイム学生を激減させた。次の 3. では，それを確認しよう。

3 ．�イングランド : 給付奨学金廃止，学費上昇，ICL 導入でパート
タイム学生激減

3.1　2010 年以降のパートタイム学生の激減
　イングランドの高等教育機関に入学するパートタイム社会人学生の在学率
は，給付奨学金が廃止され，ローン（ICL）に置き換わったため，2010 年か
ら 2012―13 年にかけて約 40％低下した（図表 8）。英国の学費に関する独立
委員会 the Independent Commission on Fees（2015）は，学費を賄うため
のローンの導入が，2010 年から 2014 年にかけて社会人学生の在学率を著し
く低下させる一因となったことを明らかにした（Independent Commission 
on Fees 2015: 16-9）。
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　2010 年以降，高等教育において 9,000 ポンドの学費制度が導入され，「セ
カンドチャンス」の学生に深刻で有害な影響を及ぼした。2013 年の 25 歳以
上の社会人からの高等教育機関への出願は，2010 年と比べ 15.4% 減少した

（Independent Commission on Fees 2013: 8）。
　イングランドでは，パートタイム学生向け料金（上限額 6,750 ポンド）が
2012―13 年に導入され，2017―18 年には 6,935 ポンドに引き上げられた

（Amaral 2022: 10）。2012年以前は，学部のパートタイム授業料に上限はなく，
パートタイム授業料に関する定期的かつ体系的な情報収集も行われていな
かった。教育機関は，市場が許容すると思われる金額を請求していた

（Callender & Thompson 2018: 8）8。

8 	Callender & Thompson（2018）は，2018 年 3 月 15 日，英国の社会的流動性を改善することを
目的とするサットン財団（Sutton Trust）が発表した報告書 The Lost Part-Timers である。特に
2012／2013 年度のイングランドにおける学費改定の影響に焦点を置き，過去 10 年間でのパートタ
イム学生数の劇的な減少を調査した。この報告書は，Birkbeck，University of London（英国で唯
一の夜間のみの大学）の Claire Callender と John Thompson の共著である（JSPS London 2019）。
9 	元のグラフはカラー。2012-13 年は上二つが上から Northern Ireland，Wales，2002-03 年は上三
つが上から Wales，England，Northern Ireland。

出典：Independent Commission on Fees （2015: 16）

図表 8　英国の国別指数（2010 年＝100）によるパートタイム入学者の推移 9
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　図表 8 のように，イングランドだけがパートタイム入学者を大きく減らし
ている。イングランドと他国との主な違いは，イングランドだけで 2012―13
年に給付奨学金が廃止され，ローン（ICL）に置き換わったことである。学
費に関する独立委員会の分析によれば，25 歳以上の社会人学生とパートタ
イム学生の間には，著しい重複があり，多くの点で「主流の」全日制の卒業
者市場とは別のカテゴリーを形成している（Independent Commission on 
Fees 2015: 17）。
　2010 年から 2015 年にかけて，パートタイムの社会人学生の在学率は 40％
低下し，フルタイムの社会人学生では 10％低下した。社会人学生やパート
タイム学生が不利な環境の出身が多いことを考えると，彼らの在学率に影響
を与えるようなローン制度を導入することは，年齢を理由にして社会的に不
利に扱う行為であると言えるだろう（Lynch 2017: 10-1）という指摘もある。
　学部でのパートタイム学習は，参加者の拡大とスキルアップの両面におい
て重要な役割を担っている。2010 年以降，英国の大学と継続教育カレッジ10

に通うイングランド在住のパートタイム学部入学者の数は，毎年減少してい
る。2015 年までに，全国で 51％，Open University（柔軟な遠距離教育の提
供を特色とする大学）で 63％，その他の英国の大学および継続教育カレッ
ジで 45％減少した。これらの数は引き続き減少している（Callender & 
Thompson 2018: 3，Broadhead 2020: 60，日本学術振興会 2019）。パートタ
イムの学生数は，2015/16 年度には英国全体で約 15 万人となった。パート
タイム学生数は，全学部生人数の 40％を占めており，英国の高等教育にとっ
て影響が大きい。この減少の理由は，2012 年の改革でパートタイム学生の
授業料上限が 6,750 ポンドとこれまで以上に高い金額に設定されたためであ
ると，Murphy et al.（2017）も分析している（未来工学研究所 2018: 79）。

10 	継続教育カレッジは，「1944 年教育法」により法的な地位を与えられた。義務教育後，仕事に就
きつつ学ぶ，多くの若者のための教育・訓練を提供する機関として発展してきた。少なくとも
1980 年代から 2000 年代までは，継続教育カレッジは，大学進学率の上昇に牽引されアカデミック
な指向を強めるのではなく，むしろ主力である職業教育・訓練自体の質的な向上・充実に向かっ
ていた。2000 年代に入る頃から大学進学志向が加速化するなかで，職業教育を通じて大学進学を
果たす者の増加をもたらすことになる。2018/19 年には，継続教育カレッジからは，15.0% が高等
教育へと進学している。かつては完成教育としての職業教育・訓練の提供を基本使命としていた
継続教育カレッジが，今や，進路の選択の一つとして高等教育も視野に入れるようになっている（佐
野 2022）。



中京大学大学院社会学研究科　社会学論集，No.22,  2023

15

3.2　イングランドの ICL の限界と問題点
　Murphy et al.（2017）によれば，政府はパートタイム学生にも所得連動
返還型ローン（ICL）を適用することで，フルタイム学生と同様に改革の影
響を受けないようにすることを期待していた。
　また，Callender & Thompson（2018）によれば，2012/13 年度以前は，
ほとんどのパートタイム学生またはその雇用主が授業料を「前払い」しなけ
ればならなかった。一部の学生には授業料やコース費用に対するミーンズ・
テストのある補助金制度があったが，フルタイム学生が使えていたような
ミーンズ・テストのないローン制度はなかった（Callender & Thompson 
2018: 6,8）。ICL 制度の導入で，パートタイム学生は悪影響を受けないと期
待されていたわけである。
　だが，すべてのパートタイム学生がこのローンを利用できるわけではない。
融資を受けられるのは，過去に同等の資格を取得しておらず，科目履修負荷

（course intensity）がフルタイム学生の 25％以上のコースで勉強している学
生に限定されている。
　しかも，パートタイム学生の多くは 25％未満の科目履修負荷の教育課程
に在学している。パートタイム学生の 53％はすでに過去に同等の学位・資
格を取得しており，多くはいわゆる「一口サイズの」コースで学んでいるた
め（HEPI 2016），多くのパートタイマー学生は ICL を利用できず，代わり
に学費を「前払い」しなければならない。
　つまり，ICL を使える対象を絞り，すべての人が使える普遍主義を取らな
かったことが問題であった。
　さらに，パートタイム学生は，ICL に対して伝統的な学生とは違う対応を
とる可能性がある。パートタイム学生の約80％が在学中に働いている（HEPI 
2016）。これは彼らはすでにローン返済のための収入基準を超えていること
を意味する。つまり，彼らは学位取得前にローンの返済を開始しなければな
らず，ICL が魅力的でない要因になる可能性がある（Murphy et al.2017: 
25，未来工学研究所 2018: 79）。

3.3　パートタイム学生は高年齢層に多く，かつ激減
　パートタイム学生の中で 2012 年から最も減少したのは，35 歳以上の社会
人学生である。彼らは，単位取得を目的とする科目など，学位に満たない資



リカレント教育を促す所得連動返還型奨学金を求めて（大岡）

16

格を取る学生，（フルタイム換算で 25％以下の） 難易度の低い科目を取る学
生であった（Callender & Thompson 2018: 3，日本学術振興会 2019）。2010
年から 2015 年にかけて，すべての年齢層で入学者数が大きく減少している
が，高年齢層ほど減少しているため，2015 年の年齢構成は 2010 年より若干
若くなっている（図表 9）。2010 年から 2015 年にかけて，高年齢層ほどより
減少し，35 歳以上の社会人学生は 95,000 人から 39,000 人へと半分未満に激
減した（Callender & Thompson 2018: 34）。

出典：Callender & Thompson（2018: 34）

図表 9　�イングランド居住のパートタイム入学者の年齢層別割合：2010年・2015年（英
国の大学とイングランドの継続教育カレッジ）

　図表 10 は，2015 年のフルタイムとパートタイムの割合の年齢層別の違い
を示す。フルタイム入学者の数はパートタイム入学者の数の 4 倍近く（39.3
万人対 10.5 万人）だが，26 歳以上の年齢層では，パートタイム入学者がフ
ルタイム入学者を大きく上回っている。若年層にフルタイム入学者が集中し
た結果である。フルタイム入学者の 76％が 20 歳以下，88％が 25 歳以下と，
若い年齢層に集中している。
　パートタイム学生の減少は，高等教育への参加拡大を阻止する重大な連鎖
反応を起こしている。特に，若いパートタイム学生はフルタイムで学ぶ学生
よりも所得が低い傾向にある。最も不利な立場に置かれている若い学生は，
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パートタイムでは 17％に達するのに対し，フルタイム学生ではわずか 12％
である（Callender & Thompson 2018: 4）。

3.4　2018/19 年度導入の生活費ローンの効果は限定的
　2018/19 年度から導入されるパートタイム学生向けの生活費ローン

（Maintenance Loan）11は，パートタイム学生数に何らかの影響を与える可能
性があるが，パートタイム学生数の減少を分析したサットン財団の報告書

（Callender & Thompson 2018, 前述 3.1 の注 8）は，この措置の影響度につ
いて懐疑的であった（Hubble & Bolton 2019: 17）。もちろん生活費ローンに
よって，パートタイムで勉強する人もいるだろうが，この措置だけで入学者
数が大幅に増えるとは考えられない（Callender & Thompson 2018: 57）と
いう。
　実際に，図表 11 で 2018/19 年度と 2020/21 年度の英国の大学・大学院入
学者数のデータを確認しても，パートタイム学部生は（13.2 万人→ 14.1 万

11 	生活費ローンについては，2014 年 3 月の現地調査にもとづく日本学生支援機構（2015）を参照。

出典：Callender & Thompson（2018: 35）

図表 10　�イングランド居住のフルタイムとパートタイムの学部入学者の年齢層別割
合：2015 年（英国の大学とイングランドの継続教育カレッジ）
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人と）約 0.9 万人の増加だけである。パートタイム学部生の激減からは回復
していない。パートタイム大学院生が若干増えているが，それも（11.7 万人
→ 14.2 万人と）約 2.5 万人に留まっている12。

12 	このデータには次のような注記がある。（海外で研究している学生等を含む）高等教育統計局
（HESA）学生代替記録からのデータは，2014/15 からしか含まれないことに注意。2014/15 以前
のデータは，HESA学生記録からのデータのみである。HESA学生代替記録の対象は変化しており，
特に 2016/17 年に学位授与権を持つ，公的財政支援を受けない代替高等教育提供機関（Alternative 
Providers）は初めて修士課程指定コースの学生に関するデータの提出を義務付けられた。また，
2017/18 年には，このレコードに含まれるすべての高等教育提供機関が，教育コースと研究コース
の両方の大学院生のデータを提出することが初めて義務づけられた（Higher Education Statistics 
Authority 2022）。
　つまり，2016/17 年と 2017/18 年以降は，大学院生数のデータが増えたことになる。HESA 学
生代替記録については，Higher Education Statistics Authority（2021）を，代替プロバイダーにつ
いては，村田（2017）を参照。

出典：Higher Education Statistics Authority（2022）より筆者作成

図表 11　�英国の入学者数の推移（学部・大学院別，フル・パート別，単位：
人）,2005/06 ～ 2020/21
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3.5 　給付奨学金を英国議会や財団が勧告
　Callender & Thompson（2018）は，下記の 5 つの勧告をしている。

　①政府の 18 歳以降の高等教育見直し作業では，高等教育進学の障害を減
らすため，パートタイム学生および成人学生にとっての学費のコストの解決
に取り組む必要があることが認識されるべきである。
　一つの方法は，新しいパートタイム学生生活費ローンの資格を持つ学生に
は，生活費ローンを組む代わりに，コースの最初の 2 年間の授業料給付奨学
金（tuition fee grant）のオプションを与えることである。
　②より長期的に，政府は成人学生とパートタイム学生の減少を食い止める
ための最も効果的な追加支援の用い方について検討すべきである。
　③有望な学生達のために，学費と学生ローンの資格情報がより一層明確と
なるべきである。
　④特に，あまり恵まれない人々のため，生涯学習を再度活性化するために
資源が投じられるべきである。
　⑤将来の政策の基礎をなすデータの収集は改善すべきである（Callender 
& Thompson 2018: 5，日本学術振興会 2019）。

　この中で，リカレント教育を促す本論の視点から特に重要なのは，①の最
初の 2 年間の授業料給付奨学金のオプションである。
　一方，英国議会の庶民院教育委員会は，「高等教育でのお金の価値」とい
うレポートを 2018 年 10 月に出した。そこで，政府はパートタイム学生や社
会人学生の減少に早急に対処し，最も恵まれない学生に対する生活費給付奨
学金（maintenance grants）制度を再導入しなければならないと同委員会は
し た（House of Commons Education Committee 2018: 3，Bagshaw 2020: 
64）。3.1 の注 8 で前述したサットン財団は，生活費給付奨学金の復活を一貫
して要求してきた。2017 年の報告書「よりフェアな学費」では，所得に応
じた学費制度を導入し，生活費給付奨学金を復活させれば，学生の平均借入
金が半分になり，特に貧困層の 40％の学生の借入金が 75％削減されると述
べている（House of Commons Education Committee 2018: 28，Cullinane & 
Montacute 2017: 3）。
　また，2019 年 5 月 30 日のガーディアン紙によると，当時のメイ首相の指
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示により政府委託として提出された報告書において，英国の経済的に恵まれ
ない学生は，高校を卒業してから学校卒業後も教育継続のため 1 年当たり
3000 ポンド相当の支援を受けることが発表された。
　この報告書が発表されると，メイ首相は「私の考えは非常に明快だ。最も
金銭的に恵まれない学生から生活費給付奨学金を取り上げたことは効果がな
く，今こそ復活させるべき時だと考えている」と述べた。
　メイ首相の意見は，2015 年に当時のキャメロン首相が下した生活費給付
奨学金の廃止という決定が誤りであることを明らかにするものである（The 
Guardian 2019，JSPS London 2019，Bagshaw 2020: 98）。
　パートタイム学生や社会人学生を増やすために，授業料給付奨学金と生活
費給付奨学金の両方が英国で提案されていることを，ここでは確認しておき
たい。「低所得層の教育支援のためには，ICL だけでなく，返還を求めない
給付型奨学金の拡充を目指すべきだという考え方」（小塩 2020: 323）が英国
では提案されている。「貧困が深刻なひとり親世帯，児童養護施設の出身者
などを含む，低所得層の教育支援策としては，ICL という枠組みにははじめ
から多くを期待できない」（同上）からである。

4 ．豪州のパートタイム学生の推移と状況
4.1　パートタイム学生の入学者は漸増傾向 　
　英国は学費の上限額を大きく上げ，給付奨学金を廃止してしまったために，
パートタイム学部生へ ICL 制度をより広く適用したにもかかわらず，3.4 の
図表 11 のように，パートタイム学部生は激減した。
　対照的に，同じく ICL 制度を導入した豪州のパートタイム学生の入学者
数は安定して推移し，むしろ漸増傾向にある（図表 12）。
　2013 年には，25 歳以上の社会人学生は，パートタイム学生が多く約 6 割
である（図表 13）。
　イングランドと豪州の ICL 制度の違いが，このようなパートタイム学生
の動向の違いをもたらした可能性がある。これについては今後さらなる研究
が必要となる。
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13 	元のグラフはカラー。二本の棒のセットで，左が紫色，右がオレンジ色。

出典：�Australian Government, Department of 
Education（2013-18）の各年版より筆者作成

図表 12　�豪州の高等教育入学生数の推移（フル・
パート別，単位：人），2003 ～ 2018 年

出典：未来工学研究所（2018: 49）

図表 13　豪州の高等教育学生のパートタイム割合13
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4.2　授業料を廃止したアイルランドと豪州の比較
　一方，アイルランドは 1996 年に大学授業料を廃止した。ある研究では，
この改革が社会経済的地位（Socio-Economic Status，SES）の低い学生の教
育的平等を促進するという目的達成に成功したかどうか，社会経済的格差の
中での効果を検証している（Denny 2014）。この研究は，授業料廃止政策は，
その目的であった低 SES 学生の大学へのアクセス改善に関して何もしな
かったと見なしている。むしろ，社会経済的地位の違いによる学生の出席率
の変化は，中等教育レベルでの成績の差によって説明可能である。これらの
結果は，イギリスにおける授業料改定に関する研究（Chowdry et al. 2013）
と類似しており，中等教育レベルの教育達成度が大学レベルの教育に関する
SES 間の格差の変化を大きく説明することがわかった（Salmon 2020）。
　Denny（2014）によれば，アイルランドでは，学費の廃止は，大学進学へ
の SES の影響を変化させなかった。大学進学に関する社会経済的格差は，
基本的に中等教育レベルの成績の差によって説明できる。試験の成績をコン
トロールすれば，大学進学への SES の影響は改革前も後も事実上ゼロであっ
た。この政策の唯一の明らかな効果は，学費を支払う必要がなくなった中産
階級の親に恩恵がもたらされたことである（Denny 2014）。
　だが，Lynch（2017）は Denny（2014）を批判する。Denny（2014）は
無償化制度は低所得層の在学率に影響を与えなかったと主張しているが，こ
の論文は大学だけのデータに基づいているため，彼の主張は疑わしい（技術
研究所やその他いくつかの公的資金で運営されているカレッジ（学生の約半
数が学んでいる）は含まれていない）。また，今から 20 年ほど前の 1994 年
から 1998 年という非常に短い期間のデータに基づいて分析されていると批
判している（Lynch 2017: 17）。
　アイルランドの高等教育機関で学ぶ学生の多くが経済的な負担を抱え，
EUROSTUDENT Survey（HEA 2013）ではアイルランドの学生の約 18％
が深刻な経済状況にある。これは社会人学生では 29％に，子供を扶養する
学生では 34％に，世帯収入が 20,001 ユーロから 35,000 ユーロの学生では
25％に上昇する。だが，それでも，ICL 制度がある豪州の学生と比べて，大
多数のアイルランド学生がそれほど深刻な経済状況ではない（Lynch 2017: 
9，HEA 2013）。
　豪州で 20 年以上実施されている ICL は，大学在学中の学生の貧困を解消
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するものではなく，また，大学在学中に働く必要がないことを保証するもの
でもない（Lynch 2017: 2）。
　豪州の学生の約 71％が学期中に働いている（James et al. 2007）のに対し，
アイルランドではフルタイムの学部生の 41％しか学期中に働いていない（全
学期中 22％，学期中部分的に 19％）。
　つまり，ICL を利用したからといって，学生が貧しくなく，学期中も働く
必要がないとは限らないと Lynch （2017）はいう。多くの点で，豪州の学生
の状況はより経済的に不安定である。カレッジで経済的な負担を抱えながら
生活していることに加え，大多数の学生は学期中も働かなければならず，多
額の借金を抱えて大学を去っている。アイルランドでは一般的にそうではな
く，わずか 13％の学生がローン（ほとんどが銀行や信用組合から）を組ん
でいるに過ぎない（Lynch 2017: 9-10）。
　また，アイルランドの高等教育の在学率は，豪州より高い。2012―13 年の
アイルランドにおける社会経済的に最も低い 2 つのグループの高等教育在学
率は，半熟練労働者階級出身の学生が 26％，非熟練労働者階級出身の学生
が 23％であった（HEA 2015: 35）。一方，2016 年上半期の豪州の社会経済
的に低い層（low SES）14の高等教育在学率は 16.9％であった。同年の社会経
済的に最も低いグループからの入学者の進学率は 18％であった（Australian 
Government，Department of Education and Training 2017）。
　このデータから明らかなのは，アイルランドでは低所得者層の高等教育在
学率は，ICL のある豪州よりはるかに高いことである。豪州の ICL は，低
所得層の学生がアイルランドの学生と同レベルの高等教育在学率を得ること
を可能にしていない。したがって，平等と社会正義の観点から，豪州がアイ

14 	オーストラリア政府は，社会経済的地位（SES）を決定するために「郵便番号」方式を採用し
ている。各郵便番号は，比較的大きな地域であり，数千人が住んでいる。学生の SES は，オース
トラリア統計局（ABS）の SES を測る 4 つの指標を，学生の居住地の郵便番号に適用することで
決定される。指数が最も高い上位 25％の郵便番号を高 SES，中間の 50％を中 SES，下位 25％を
低 SES と分類する（この手順には，この分野の主要な学者から疑問の声があがっている）。この
システムは多くの理由から疑問視されているが，特に，ある地域の他のSESグループと合算すると，
最も低い SES グループの人々が見えなくなってしまう可能性がある。このシステムは，不平等の
レベルを定義する粗雑な方法であると批判されている（Lynch 2017: 10）。ABS による SES の指
標の一つが，教育職業指数である。高資格者や高技能職が少なく，無資格者や低技能職，失業者
が多い地域は，SES が低いと分類される（Norton 2019: 14）。
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ルランドにとって理想的なモデルであるという明確な証拠はない。むしろ，
その逆であると Lynch（2017: 10）はいう。
　しかし，アイルランドへの ICL 制度の導入を検討した Chapman & Doris

（2019）は，学費の廃止で大学進学への SES 間の格差は変化しなかったとい
う Denny（2014）をむしろ支持している。
　アイルランドでは 1996 年に学生納付金が廃止され，試験の費用など授業
料以外の費用として 191 ユーロの「学生納付金」のみが徴収されるように
なった。この改革の目的は，低所得家庭の学生の高等教育へのアクセスを向
上させることであるとされた。しかし，そのような学生は給付奨学金の受給
資格があったため，プラスの効果は期待できないと考えられる。実際，
Denny（2014）は，高等教育への進学における社会経済的な格差は，学費廃
止の影響を受けなかったと述べている（Chapman & Doris 2019）。
　Lynch（2017）の批判が正しいかどうかは，今後の検討が必要である。こ
こでは，そのような批判が ICL にはあると理解した上で，次の 5. で日本で
の ICL 制度のあるべき姿を考えることにする。

5 ．日本の ICL 制度の方向性
　日本では 2023 年 1 月現在，ICL の年収要件は，299 万円以下の者をベー
スにという方向で検討されている。1. でみた文部科学省の「大学院段階の学
生支援のための新たな制度に関する検討会議」の，ICL 制度の大学院での創
設についての報告における方向性である。
　検討会議の報告では，ICL 制度の対象者については，「希望者が利用する
こととし，年収要件については，現行の修士段階の貸与型奨学金の基準をベー
スに，財源等を勘案して今後政府部内で検討する。その際，子供を持つ学生
に対して配慮すること，社会人入学者が離職等を伴う場合は（前年の年収で
はなく）入学する年の見込み年収で判定可能とすることも含めて検討する。」
とされた。
　現行の修士段階の貸与型奨学金においては，親からの仕送り等を含めた本
人の収入（配偶者がいる場合にあっては，配偶者の収入を含めた上で，機構
が定める額を控除した額）が年 299 万円（研究能力が特に優れている者等は
389 万円）以下の場合に対象となる（大学院段階の学生支援のための新たな
制度に関する検討会議 2022c）。
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5.1　ICL の年収要件を外す
　この年収要件を外し，誰でも利用できる普遍主義的な制度として，ICL 制
度を創っていくべきである。その理由を以下で述べる。

　5.1.1　「傾斜付き普遍主義」の採用
　パートタイム学生や社会人学生を増やすために，授業料給付奨学金と生活
費給付奨学金の両方が英国で提案されていることを，3.5 では確認した。「低
所得層の教育支援のためには，ICL だけでなく，返還を求めない給付型奨学
金の拡充を目指すべきだ」（小塩 2020: 323）と英国では提案された。
　本論はこの提案を支持する。大岡（2021）で述べたように，「傾斜付き普
遍主義」を採用し，「的を絞った補助金」として給付奨学金を拡充するのが
有効だと考えるからである。
　大岡（2021）では次のように書いた。社会人の大学での再教育では，高卒
より大卒の方が利用する，マタイ効果が生じやすい。成人学習のメリットを
受けるのは，高学歴者が多い。高学歴者は，大学での再教育のメリットと必
要性を自覚している。見返りを受けられるだろうと考え，学習意欲も強い。
こうして，高い学歴をもつ者はますます学習の機会を得る（立田 2007）。
　一方，OECD（2013）によれば，スキルが高く優位な成人とは逆に，スキ
ルの低い成人は，成人学習の恩恵を受けることがめったになく，スキルが弱
いままであるか，時間の経過とともに低下する状況に陥る危険がある。その
ため，これらの個人が学習活動に参加することはさらに困難になるという悪
循環になる（OECD 2013）。
　このような悪循環を社会学では，「豊かな者はますます豊かに，貧しい者
はますます貧しくなる」というマタイ伝の一節から，マタイ効果と呼ぶ（立
田 2007）。
　マタイ効果を回避するには，どうすればよいか。「傾斜付き普遍主義」

（proportionate universalism）を取ればよい。すべての人に与えるという普
遍主義をとりながらも，社会的に不利な度合いに応じて対策を傾斜的に強化
するのが，「傾斜付き普遍主義」である。すべての人に与える普遍主義とい
う土台が，人々の広い支持を確実にする一方，最貧困層により多くを与えれ
ば，マタイ効果は回避できる。
　傾斜付き普遍主義は，公衆衛生に由来する用語である。「最も（社会的に）
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不利な立場にある集団のみに焦点を絞った対策を行っただけでは健康格差は
縮小できない。健康の（社会経済的な）勾配を緩やかにするための活動は普
遍的（すべての人を対象としたもの）でなければならない。しかし，対象と
する集団ごとの社会的不利の度合いが強いほど活動の程度や力の入れ方を強
めることが必要である。これを私たちは傾斜付き普遍主義と呼ぶ」（Marmot 
2010）。
　マーモットらは，このような普遍性・全体性は重要だとしている。すべて
の人がサービスを利用するため，対象者が経済状況などによるスティグマ（差
別感）を受けることがない。よって，そのサービスを受け入れる人の割合が
とても高い。
　傾斜付き普遍主義の根底には，健康状態と社会経済状況の関係には，どこ
かに閾値がある（それを下回ると不健康になるようなレベル）のではなく，
連続的な勾配を持っている，という考えがある（医療科学研究所 2015）。貧
困者だけをターゲットとする個別主義とは大きな違いがある（大岡 2021）。
　ここでの健康格差や健康の（社会経済的な）勾配を，教育格差や再教育の
格差に置き換えて読んでいただきたい。学生への経済的支援も，このような

「傾斜付き普遍主義」を取るのがマタイ効果を回避するのに有効である。
　ICL 制度は，年収要件を外した，すべての人が使える普遍的なものでなけ
ればならない。年収 299 万円以下といった年収要件を外すことのメリットは
二つある。
　第一に，すべての人に与える普遍主義という土台が，ICL 制度への人々の
広い支持を確実にする。
　第二に，すべての人が ICL 制度を利用できるため，対象者が経済状況な
どによるスティグマ（差別感）を受けることがない。よって，ICL 制度をサー
ビスとして受け入れる人の割合がとても高くなる。

　5.1.2　全員が使える普遍主義で ICL 制度への支持を増やす
　第一に，検討会議の報告の年収要件は外し，すべての人が使える普遍主義
をとれば，ICL 制度への国民の支持を増やせるだろう。1. でみた「国民的な
理解・受け入れ可能性」は，ICL の年収要件を 299 万円以下としたのでは，
得られにくい。年収 299 万円超の国民にとっては ICL 制度は自分が使えな
い制度となるからだ。
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　「2019 年 国民生活基礎調査の概況」によると，所得の中央値は 437 万円
である（厚生労働省 2020: 10）。「所得」は，「収入」から「必要経費」を引
いて残った額である。年収の方が，年間所得よりも高い。よって，年収の中
央値は，437 万円より高くなる。年収 299 万円超の世帯は，半数を大きく超
えるのである。
　特に，選挙で今後過半数となっていく 60 歳以上の高齢者も使えない ICL
制度に，年収要件が 299 万円以下ではなってしまう。60 歳以上の高齢者は，
2017 年には衆議院選挙の投票者数の 47％であった。今後，2030 年には衆議
院選挙の投票者数の 50％に，2040 年には 55% になると予想される（大岡 
2021: 124-5）。「2019 年 国民生活基と礎調査の概況」によると，65 歳以上の
者のいる高齢者世帯の 2018 年の平均所得金額は 312.6 万円である（厚生労
働省 2020: 9）。60 歳以上かつ 65 歳未満の世帯は，高齢者世帯よりも所得が
高いだろう。60 歳以上の世帯の平均年収は，312.6 万円より高くなる。現在
ほぼ半数を占め，今後過半数となっていく 60 歳以上の高齢者は，年収 299
万円以下という年収要件では ICL 制度を利用することができない。
　年収 299 万円以下という年収要件を ICL 制度で設定してしまうと，過半
数の世帯は ICL 制度を使えなくなってしまう。これでは，ICL 制度への不
支持が過半数となり，制度が不安定になりかねない。
　また，65 歳以上の高齢者（以下，シニア）であっても，リカレント教育
による就労促進効果が期待できることを，大岡（2021）で確認した。シニア
へのリカレント教育は，他の要因よりも就業を後押しする。1 人の応募に何
人の求人があるかを指す有効求人倍率が 0.5 から 1.5 に上昇すると，シニア
の就業確率は 10％ポイント上昇するが，リカレント教育は 27％ポイントも
就業確率を高める（安井 2018, 日本経済新聞 2018）。日本総合研究所は就業
中のシニア社員は学び直しで，年間約 80 万円の収入増につながると試算す
る。培ってきた専門スキルに，リカレント教育で新たな能力を加えれば「社
内の再配置や他社への転職など人材の流動性が高まりジョブ型に近い雇用が
可能になる」と日本総研の安井洋輔主任研究員は指摘する（日本経済新聞 
2019）。
　ただし，高齢者のリカレント教育のために ICL 制度を使えるようにする
には，ICL 債権の回収が困難など，様々な乗り越えなければならない問題が
ある。これについては，次の 5.2 で検討する。
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　第二に，年収要件を検討する際，「子供を持つ学生に対して配慮する」と
検討会議がしていることは重要で，評価できる。年収要件を緩やかにし，普
遍主義に近づこうとしているからである。
　検討会議（第 2 回）議事録を見ると，川端和重委員（新潟大学 理事・副
学長）は次のように発言している。「学生が進学するときの所得水準と社会
人が学び直す場合の所得水準は，当然，家に扶養家族がいて，子供がいて，
でも大学院に行きたいんだという，そういう人たちをどう支援するという世
界になるので，多分そこのペルソナが少し違って，2 本立てなのか全廃，制
限を取っちゃうのかという姿なのかなと思いました。」（大学院段階の学生支
援のための新たな制度に関する検討会議 2022a）。
　ここでは，社会人学生には，自ら家庭を持ち，家計の責任を負いながらも，
大学院を目指したい人が多いという予想がされている。
　家計の責任を負う社会人学生は，職を持っているから，フルタイムで大学
に通うのは難しく，パートタイム学生が多いだろう。
　実際に，イギリスでは 26 歳以上ではパートタイム学生が圧倒的に多く（図
表 10），豪州でも 25 歳以上の社会人学生は，パートタイム学生が多く約 6
割である（図表 13）。また，2011 年度調査『イギリス人学生の収入・支出調
査 2011/12 年度』（Pollard et al. 2013）によれば，イギリスでは，パートタ
イム学生の「家庭からの給付」（親戚を含む）がマイナスになっている。こ
れから，これらの学生は，家庭から援助を受けるのではなく，逆に家庭を援
助していることが示唆される（日本学生支援機構，2015: 74）。また，豪州で
は，フルタイムで働きながら，パートタイム学生をしている社会人学生が最
も多い（図表 13）。
　日本の大学院生の実態はどうか。自ら家庭を持ち，家計への責任を負うの
は既婚者である。2020 年 10 ～ 11 月実施の全国大学生活協同組合連合会（大
学生協），2021，『第 11 回大学院生の生活実態調査』全国大学生活協同組合
連合会全国院生委員会によれば，既婚（修士・博士全体）の 1 ヶ月の収入金
額は平均 331,400 円である（回答数 3,244，既婚男性 72，既婚女性 33，性別
非／無回答 1）。
　あくまで修士・博士全体でみた数字で，修士だけの数字ではないが，既婚
者の平均月収 331,400 円を 12 倍すると，年収 3,974,400 円となる。これでは，
年収 299 万円以下の年収要件では，ICL 制度を利用できなくなる。
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　また，同じ大学生協調査では，未婚も含む修士全体の平均月収は109,000円，
博士は 207,800 円。未婚は 113,900 円（全国大学生活協同組合連合会 2021）。
修士に未婚が多く，博士に既婚が多いと推測される。
　一方，全国大学院生協議会（全院協），2022,「2021 年度大学院生の研究・
生活実態に関するアンケート調査報告書」によれば，大学院生の 1 ヶ月あ
たりの収入額（奨学金借入れを含む）の内訳は修士課程と博士課程で大きく
異なっている。修士課程では収入額の合計が，「9 万円未満」の回答が半数
以上（58.0%）を占める。それに対して，博士課程では「9 万円未満」の回
答は約 2 割（22.1%）にすぎず，対照的に「18 万円以上 21 万円未満＋21 万
円以上）」との回答が 4 割以上（42.5%）を占める。ここでも，修士課程より
も博士課程の方が収入額が高い。
　全院協調査の結果を合わせて見ると，大学生協調査の既婚の平均収入金額
のサンプルは，博士に偏っていると推測される15。
　以上，現在まで実施された調査から，修士の既婚者の年収を確認しようと
試みたが，確認できなかった。
　検討会議の報告では，「年収要件については，現行の修士段階の貸与型奨
学金の基準をベースに，財源等を勘案して今後政府部内で検討する。」とさ
れている（大学院段階の学生支援のための新たな制度に関する検討会議 
2022c）。
　政府部内の検討では，現状の修士レベルの経済状況を明らかにし，財源等
を勘案しながら，できるだけ「傾斜付き普遍主義」に近づくことを目指して，
年収要件を緩める方向での検討を期待したい。

5.2　「的を絞った補助金」＝給付奨学金の拡充を ICL とセットで検討
　5.1.1 でみたように，OECD（2013）によれば，スキルの低い成人は，成人

15 	日本の大学の博士課程を 2018 年度に修了した者を対象に，1.5 年後の状況について 2020 年に実
施した調査，文部科学省「博士人材追跡調査 ―第 4 次報告書―」（川村ほか 2022）によれば，博
士課程に在籍する前に社会人経験があると回答した者が初めて 5 割を超え，博士課程学生の年齢
構成が 30 歳代を中心とするものへと変化した。学校基本調査によると，博士課程入学者に占める
社会人割合は 2000 年の 14.6% から 2019 年には 42.3% とおよそ 3 倍に増加し，全入学者の 4 割を
占めるまでになっている。この調査でも働きながら博士を目指す社会人学生が全体の約 3 分の 1
を占めていることが明らかになった（川村ほか 2022）。
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学習を受けることが少なく，スキルが弱いままか，低下する危険がある。そ
のため，これらの個人が学習活動に参加することはますます困難になるとい
う悪循環になる。「貧しい者はますます貧しくなる」というマタイ効果である。
　重要な政策課題は，スキルの低い成人がこの悪循環を断ち切るのを助ける
ことである。多くの国では，スキルの低い成人のスキル向上のために設計さ
れた，成人の識字能力と計算能力の向上プログラムを助成し提供している。
さらに，「的を絞った補助金（targeted subsidies）」を通じて，低スキルの
成人の成人学習への参加を増やすことを特に目的とする政策もある。 「的を
絞った補助金」によって，北欧諸国は低スキルの成人に成人学習の機会を拡
大するのに最も成功している（OECD 2013，大岡 2021）。
　つまり，低スキルの成人に「的を絞った補助金」を支給することで，低ス
キルの成人がますます低スキルになるという悪循環（マタイ効果）を減らす
ことができるのである。
　また，3．で確認したのは，高年齢層の社会人学生が多いパートタイム学
部生をイングランドが激減させたという失敗の原因であった。その大きな原
因は，① ICL を使える対象を絞り，普遍主義を取らなかったこと（3.2），②
給付奨学金を廃止して，ICL だけにしてしまったこと（3.1）である。
　中高年層のリカレント教育を促そうとしている日本が，この失敗から学ぶ
べきことは明らかである。すなわち，次の二つを今後の政府部内の検討での
指針とすべきである。①すべての人が使えるような普遍主義に，ICL 制度を
できるだけ近づけていくことを目指す，②高卒などの低所得層のリカレント
教育を促すには，ICL だけでは足りないので，給付奨学金の拡充を検討する。
　①低所得層だけでなく，中間層以上のリカレント教育も促していくことが
日本では必要である。そのためには，普遍主義を取り，年収要件を外し，中
間層以上も ICL 制度を利用できるようにすべきである。
　②低スキルの成人，高卒などの低所得層は，マタイ効果によって，ますま
す低スキルや低所得になるという悪循環に陥りやすい。この悪循環を断ち切
るには，低スキル，高卒などの低所得層のリカレント教育を促す「的を絞っ
た補助金」＝給付奨学金の支給が必要である。
　つまり，第一に，「傾斜付き普遍主義」をとり，年収要件を外し，中間層
以上のリカレント教育を促す。第二に，高卒以下の低スキル，低所得層の人々
には「的を絞った補助金」＝給付奨学金を出し，マタイ効果の悪循環を断ち



中京大学大学院社会学研究科　社会学論集，No.22,  2023

31

切る。
　いわば，「豊かな者はさらに豊かに，貧しい者もまた豊かに」を目指すわ
けである。

5.3 遺産からの債権回収
　5.3.1　財産の生前贈与で回収は困難か
　2. でみた ICL の一種の HECS を設計したチャップマン教授は，遺産から
HECS 債権を回収する考えに反対している（大岡 2022）。
　Bruce Chapman 教授には 2022 年 8 月 22 日に豪州でインタビューを行っ
た16。大岡（2022）でも述べたことだが，反対する理由として下記の二つを
インタビューで教授は強調した。
　①遺産から ICL の債務を回収される前に，債務者は財産を家族に渡して，
遺産自体を減らそうとするだろう。巨額の遺産税を得る可能性は極めて低い
という（Patty 2021，大岡 2022）。この「生前に財産を家族に渡す危険」に
ついては，実際に遺産からの債権回収を行っている国があれば参考になると
考え，あるかどうか質問した。教授の答えは，遺産から債権回収を行ってい
る国はまだないとのことだった。
　②若い人が事故で死んだときに，その遺産からの債権回収をするというの
は，ICL 制度にとって良くない。教授はかつて，「それは，収入に応じた債
務を持つという基本原則に真っ向から反することであり，悪い考えだ」と述
べた（Patty 2021，大岡 2022）が，それを再確認できた形となった。
　だが，①の問題については，2022 年に行った豪州の複数の研究者へのイ
ンタビューで，よっぽどの大金持ちでなければ，「生前に財産を家族に渡す
危険」は少ないだろうとの見通しを聞いた。もし生前に財産を家族に渡して
しまえば，父親は「ダディ，ありがとう！」と言われて，家から放り出され，
街角に立ち尽くすことになりかねない。そんな危険を冒してまで，生前に財
産を家族に渡そうとする人は少ないだろう。そうするのは，万が一，家族か
らそういう扱いを受けても，死ぬまで暮らしていける多くの財産を別に持つ
大金持ちに限られるはずだ，という見通しである。

16 	小林雅之・桜美林大学国際学術研究科教授のご紹介によって，豪州の多くの研究者へのインタ
ビューが可能になった。記して感謝したい。
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　この見通しは，大いにあり得ると筆者は考える。もし，この見通しが現実
にも当てはまるとしたら，大金持ちが「生前に財産を家族に」一部は渡した
としても，死ぬまで暮らしていける多くの財産は手元に残り，そこからの債
権回収は可能となるだろう。日本のこれまでの生前贈与の行動パターンの分
析などから，今後の日本の人々の行動を予想する必要があるが，遺産からの
債権回収は可能性として十分あり得ると考える。
　ただ，これは豪州が ICL 債権の回収を，税務当局が行っているがために，
日本よりも容易に可能となることである。日本の検討会議は，ICL 債権の回
収を，当面は日本学生支援機構による口座振替方式とするとしている（大学
院段階の学生支援のための新たな制度に関する検討会議 2022c: 7）。だが，
遺産からの ICL 債権回収のためには，相続税の徴収に当たってきた税務当
局のノウハウが必要だろう。日本学生支援機構が遺産からの ICL 債権回収
を実務的にできるとは考えにくい。将来，遺産からの ICL 債権回収をめざ
すのであれば，日本学生支援機構から国税庁に，ICL 債権回収業務を移管し
ていく必要があるだろう。

　5.3.2　資産無しで亡くなった若者からも回収か
　②の問題について，Norton & Cherastidtham（2014）は，遺産から債権
の回収がされる最低遺産額（閾値）を高くすれば，若い学生への悪影響がな
いとする。このレポートで，豪州国立大学（ANU）の A. ノートン教授は，
10 万豪ドル以上の遺産がある場合，遺産から未払いの ICL の返済を義務付
けるという考えを支持している。これなら資産を持たずに亡くなった若い学
生にも影響がないというのが，その理由であった（Patty 2021，大岡 2022）。
　なぜ 10 万豪ドル以上なのか，その根拠は Norton & Cherastidtham（2014）
にある下記の図表 14 と考えてよいか？と，A. ノートン教授への豪州でのイ
ンタビュー（2022 年 9 月 1 日）で質問した。
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　その通りだという答えだった。10 万豪ドルなら受け入れられるだろうと
いう政治的な判断だったという。遺産からの債権回収が行われる最低金額の
閾値を 10 万豪ドルに設定すれば，（図表 14 の右側の Total wealth を見れば
分かるように）回収されない資産はかなり少なくできる。また，若い人が事
故や病気で亡くなって，2 千豪ドルしか残っていない口座から，回収をせず
に済むと，ノートン教授はいう18。上記の②の問題も解決できるというわけ
である。
　次に，「10 万豪ドル以上の遺産に資産連動型 HELP19返済を導入すれば，
HELPの財政を根本的に改善するだろう」（Norton & Cherastidtham 2014: 1）

17 	図表 14 の注（Notes）：データには 3,138 人が含まれている。個人資産には銀行口座の残高が含
まれる。総資産は個人資産と比例配分された世帯資産を含み，世帯資産には事業資産，投資（現
金および株式），収集品，住宅資産，信託資金，自動車が含まれる。
18 	ノートン教授へのインタビュー（2022 年 9 月 1 日）。
19 	HECS の改革版。 2 ．の注 4 参照。

出典： Norton & Cherastidtham（2014: 41）17

図表 14　 60 歳以上の人々の資産分布（2010 年）
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という記述について，本当に「根本的に改善」できるのか，と質問した。な
ぜなら，「短期的には年間約 2,000 豪万ドル以上の回収は見込めないだろう」
とノートン教授は後に言っていた（Patty 2021）からである。HELP の未払
い債務は2013―14年には338億豪ドル，2020―21年には687億豪ドルにのぼっ
ていた（Australian Government 2022）。
　HELP でローンの返済を求められる最低所得金額の閾値が，下げられた効
果が大きいというのがノートン教授の答えだった。Norton & Cherastidtham

（2014）を書いた当時は閾値は 55,000 豪ドルだったが，その後 48,000 豪ドル
に下げられた。閾値が下げられたために，パートタイムで働いている人など，
より多くの人から HELP 債権の回収が可能になった。そのため，遺産から
の債権回収による，HELP 債務の削減効果は，2014 年の執筆当時よりも小
さくなり，「短期的には年間約 2,000 豪万ドル」の回収となった20。
　さらに，Norton & Cherastidtham（2014）は，死亡した遺産からの回収は，
より妥当な形で高齢の入学希望者の意思決定に影響を与える可能性があると
指摘していた。2012 年には，60 歳以上の約 6,000 人が HELP 対象コースに
入学している。この年齢層は，返済の見通しが悪い。このような人々の中に
は，払うことは絶対にないと信じて入学している人もいるだろう。定年退職
者の教育補助による公的利益は，若年層に比べて相対的に低いことから，定
年退職者の教育無償化は公的支出の優先事項ではないはずである。資産に応
じた返済を行うことで，ニュージーランドが学生ローン制度の一部で行って
いるような，HELP ローンを借りられる年齢に制限を設ける必要性を，回避
することができる（Norton & Cherastidtham 2014: 40）。
　実際に，55 才以上の HELP 債務では，返済が見込まれない債務（Debt 
Not Expected to be Repaid，DNER）の割合が，2021 年で約 73 ～ 86% となっ
ている（図表 15）。

20 	ノートン教授へのインタビュー（2022 年 9 月 1 日）。



中京大学大学院社会学研究科　社会学論集，No.22,  2023

35

21 	ここでの基本的な前提は，HECS の債務者は，生涯の給与の推移とそれによる返済の傾向がか
なり異なることが予想されるが，全体として比較的安定した返済パターンを示すグループを特定
することが可能である，ということであった。データを詳細に分析した結果，性別と教育終了時
の年齢に基づいて，最後に借金をした時の年齢が 30 歳未満，30 歳から 55 歳まで，55 歳以上の 6
つのサブグループに分けた（O’Neill & Antcliff 2009: 7）。
　また，図表 15 には下記のような注記がある。
　債務残高に占める DNER の割合を見る場合，ある時点の DNER の値を過年度の債務残高に基
づく値と比較する試みには注意が必要であることを認識することが重要である。
　債務残高に占める DNER の割合は，常に以下の関数である。
・�負債の比率で示した，分割実行されるローンの各回分の年齢。ある債務プールの DNER は，債

務残高の減少に伴い，回収不能な債務の割合が増加する（「負債の忍び寄り」と呼ばれる）ため，
時間の経過とともに増加することが予想される。

・�毎年返済される債務に対する，毎年新たに加わる債務の相対的な量など，比率で示した分割実
行されるローンの各回分における債務の重み付け。

・�VET 債務と非 VET 債務（返済の見込みが大きく異なる）の間の債務の重み付け。
・�毎年，AGA モデルに組み込まれる，更新された経験や以前の前提条件の修正を反映した前提条件。
・�現行の法環境
　上記と同様の記述は，Australian Government Actuary （2021: 20）で確認できる。VET は，職
業教育訓練（Vocational Education and Training）の略称。AGAは，豪州政府保険数理局（Australian 
Government Actuary）の略称。
22 	筆者も参加した “Session 2. The public financing implications of HELP,” Expert discussion on 
student contributions, government subsidies and HELP 27 September 2022, Brindabella Theatre, 
JG Crawford Building, ANU. での，豪州政府保険数理局の Stuart Mules の報告の一部を，Mules

一番上の欄：�左から，教育終了時の年齢，教育終了時の債務のうち DNER
の百分率，未払い債務のうち DNER の百分率 21

出典：Mules （2022）22

図表 15　返済が見込まれない債務（DNER）
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　返済が見込まれない HELP 債務の割合が 55 才以上では約 7 ～ 9 割になっ
ているが，50 才以上の未払い債務額自体は債務全体からみればそれほど大
きくない。まずは，2005 年の改革以降の HELP 全体の未払い債務の推移を
図表 16 で確認しよう。

出典：Australian Government（2022）より筆者作成

図表 16　�HELP の未払い債務（年齢層別，男女別）の推移 , 2005―06 ～ 2021―22（単位：
億豪ドル）

　HELP の未払い債務は 2005―06 年には 124 億豪ドル，2021―22 年には 744
億豪ドルとなっている。図表 16 をさらに年齢層別の折れ線グラフにすると，
図表 17 となる。
　年齢層別では 20 代，30 代の未払い債務が大きく増えている。図表 16，17
を見れば，40 代以上の未払い債務は，それほど増えていないことが分かる。
40 代男女，50 代女性の未払い債務が少し増えているが，20 ～ 30 代に比べ
れば増え方は大きくない。
　2021―22 年の未払い債務から，返済が見込まれない債務（DNER）を概算

ご本人からメールで送っていただいた。記して感謝したい。
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してみよう。まず，2021―22 年の未払い債務を図表 15 にならって男女別の
30 才未満，30 才～ 49 才，50 才以上の 3 グループに分けた。55 才以上の数
字はないので，50 才以上とした。図表 15 では，2021 年の DNER の割合は，
55 才以上だと約 8，9 割と大きくなる。50 才～ 55 才の数字にも，55 才以上
の約 8，9 割の数字をかけたので，50 才以上のグループの DNER は過大に
計算されている。その計算の結果が，図表 18 である。

出典：Australian Government（2022）より筆者作成

図表 17　�年代別，男女別に見たHELPの未払い債務の推移 , 2005―06 ～ 2021―22（単
位：億豪ドル）
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　返済が見込まれない HELP 債務は，30 ～ 40 代が最も多く，50 才以上は
最も少ない。しかも，50 才以上のグループの返済が見込まれない HELP 債
務は過大に概算されている。また，遺産から債権を回収できるようにすれば，
50 才以上の「返済が見込まれない HELP 債務」は更に減らすことができる。

5.4　外部効果を概算して補助金を
　大岡（2022）では，結論で次のように述べた。「中高年の社会人の大学リ
カレント教育利用に公費を投入すること（教育政策の充実）は，年金や失業
手当，医療費や介護費等の社会保障や社会保険の給付削減につながりうる。
教育政策だけで狭く考えるのではなく，広く社会全体に及ぼす効果も考える
べきである」（大岡 2022）。これは，高等教育の外部効果（externalities）を
計算して考慮に入れようという考えである。
　しかし，チャップマン教授らの共著論文によれば，「高等教育の外部効果
の概念や性質については，文献上ではある程度の合意が得られているが，こ
れらの現象の価値を正確に測定することは依然として幻想的である」

（Chapman et al. 2022: 23） 。チャップマン教授へのインタビュー前のメール
で同教授から紹介された Chapman & Lounkaew （2015）「高等教育の外部効
果の価値の測定」と合わせて読めば，外部効果の計算がいかに難しいかがよ
くわかる。

図表 18　�年齢層別，男女別の返済が見込まれない HELP 債務
（2021―22 年）

年齢層 性別
返済が見込ま
れない HELP
債務（豪ドル）

総額に
対する％

0―29 女 3,309,351,453 15%

0―29 男 2,763,447,189 13%

30―49 女 6,560,785,454 31%

30―49 男 4,711,765,940 22%

50+ 女 2,568,668,584 12%

50+ 男 1,459,604,041 7%

総額 　 21,373,622,661 　
出典：Mules （2022），Australian Government（2022）より筆者作成
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　小林（2018）も次のように指摘する。「ここで問題となるのは，多くの場合，
外部性や公共性はもともと市場を通じないため費用を算出することはでき
ず，外部性に応じた費用負担は現実には不可能であることである。したがっ
て，実際には，こうした理論的根拠によるのではなく，公的負担がなされて
いる」（小林 2018: 9）。
　だが一方で，メルボルン大学メルボルン高等教育研究センターの Gwilym 
Croucher 上級講師（高等教育政策・経営管理）へのインタビュー（2022 年
9 月 1 日）では，外部効果も計算に入れた上で ICL の返済を期待するのでは
なく，一種の補助金として ICL 制度の利用を高齢者に認めていくのは可能
ではないか，というアイデアを聞いた。
　確かに ICL 制度を高齢者が利用してリカレント教育を受けたときの外部
効果（医療費・介護費の削減効果等）を正確に測定し，それを考慮に入れて
ICL 債務が返済されたと見なすのは難しい。この方法では，ICL 制度を高齢
者が年齢制限無しに利用できるものとし，そこへの公費投入を根拠づけるの
は困難である。
　しかし，外部効果（年金や失業手当，医療費や介護費等の社会保障や社会
保険の給付削減効果）を正確にではなくても概算し，それを元に高齢者への
ICL 制度を，返済を期待しない一種の補助金として，年齢制限無しに認めて
いくことは可能だろうというアイデアである。
　60 代の若い高齢者には，返済がある程度期待できるが，70 代以上では期
待しにくい。このアイデアによれば，ICL 制度の利用者の年齢が上がるにつ
れて，ICL 制度はローンではなく，補助金の性格を強めていくことになる。
　この補助金が膨れ上がることを防ぐのが，遺産からの債権回収である。
Norton & Cherastidtham （2014: 40）も指摘するように，ICL 制度を利用し
ても所得から返済することは絶対にないだろうと予想して，ICL 制度を使っ
てリカレント教育を受ける高齢者が出てくるおそれがある。そのような ICL
制度の利用にブレーキをかけられるのは，遺産からの債権回収である。遺産
からの債権回収というブレーキを作れば，ICL 制度でローンを借りられる年
齢に制限を設ける必要は少なくなる。　
　だが，資産や遺産がない高齢者も多くいる。その高齢者にも ICL 制度の
利用を認めるには，高齢者が ICL 制度でリカレント教育を受けたときの外
部効果を概算し，補助金として認めていく方法が考えられる。具体的な制度
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の検討は，今後の課題としたい23。

6 ．今後の課題
　ここまでで既に多くの今後の研究課題について述べてきた。6. では，本論
の視点から見て重要性の高いものから，その他の今後の研究課題を確認して
おく。

6.1　源泉徴収方式の必要性
　スウェーデンでは，所得連動返還型貸与奨学金が導入されたが，その後，
廃止された。源泉徴収方式でなかったため，事務コストや回収コストがかか
りすぎたためだという（小林 2017）。所得税の徴収が的確に行われ，ICL の
返還金の徴収が所得税や社会保障の制度に組み込まれているかどうかという
ことが，所得連動返還型貸与奨学金の制度の成否を決めるのかもしれない（阪
本 2019）。　
　これに加えて，5.3.1 の最後で述べたように，遺産からの債権回収を行っ
ていくためには，日本学生支援機構から税務当局に，ICL 債権の回収業務を
移管していく必要がある。将来的には，日本学生支援機構を国税庁と実務的
に統合する方向での改革の検討が必要だろう。

6.2　女性の低収入への対処：年収閾値を低くか，働き方改革が先か
　Chapman et al. （2020）によれば，日本の既婚女性の所得は極めて低いた
め，例えば英国の ICL 制度のパラメータを使用すると，日本での ICL 債権
の回収に大きな不足が生じる。Armstrong et al.（2019）は，ICL が最小限
の補助金で成り立つためには，日本の女子卒業生が結婚前に多くの債務を返
済する見通しを最大化するよう，債務返済の最初の年収閾値を比較的低くす
る必要があるとしている（Chapman et al. 2020: 96）。
　一方，河越ほか（2021）は，リカレント教育に ICL を適用した場合の財

23 	イギリスでは，60 歳以上の者は，生活費ローンは利用できないが，特別支援給付奨学金（Special 
Support Grant）を家計の状況に応じて最大 3,354 ポンド利用できる（日本学生支援機構 2015: 87）。
給付奨学金を補助金の一種と見なせば，ここでのアイデア（ローンは無理だが，補助金なら可能）
に似た制度である。
　また，外部効果の概算については，国立教育政策研究所（2013）等を手がかりとしたい。
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政コストをマイクロシミュレーションの手法により試算した。この試算結果
によれば，男性は 9 割超の者が債務を完済し，財政コストは平均約 3％となっ
た。他方，女性の場合は債務を完済する者は 3 割未満であり，財政コストが
約 46％と大きいので，ICL のメリットは低所得者の返済免除という面が強
くなる。女性に対する財政コストの大きさは，この政策の実現可能性や実施
した場合の持続可能性に懸念を抱かせる。だが，仮に働き方改革などにより
女性の就業確率や正規確率が男性並みになると仮定するならば，そのコスト
は大きく低下するというシミュレーション結果が得られた。よって，まず働
き方改革を進めてその進捗にあわせてリカレント教育に ICL を適用してい
くのが賢明なやり方であると考えられるという（河越ほか 2021: 13）。
　年収閾値を低くするのか，まず働き方改革が先か，どちらがよいのかは，
今後検討していきたい。

6.3　ICL の累進性を高くする。卒業税との異同の検討
　Shiro Armstrong 豪州国立大学クロフォード公共政策大学院准教授に，
2022 年 8 月 30 日に豪州でインタビューを行った。特に興味深いのは，
Armstrong 准教授の共著論文 Armstrong et al.（2019）が，累進性を高く
した，ICL の返還方法を提案していることであった。
　Armstrong et al.（2019）が提案する ICL は，基本的にそのコストを完全
にカバーしている。これは，高収入の卒業生が現在価値でローン金額の
110％程度を支払い，低収入の卒業生からの返済不足分を相互補助（保険）
するためである。この制度は概して累進的であり，高収入の卒業生が最も大
きな補助金を支払う。男性は平均してローン金額の 109％，女性は平均して
84％強を支払う。提案された ICL 制度は，年収 300 万円以上の総収入に 9％
の返済率を設定し，144 万円から 300 万円までの総収入に対しては 5％の返
済率に下げるというものである。年収 144 万円以下の借り手はすべて返済不
要となる（Armstrong et al. 2019: 131）。
　ICL の返還方法で累進性を持たせることは，卒業税（graduation tax）に
似ている。
　未来工学研究所（2018）の現地調査では，国税担当庁やその上位機関であ
る財政担当省は学生ローンの回収業務を引き受けることには強い抵抗を示す
との指摘があった。学生ローンの回収は担当ではないという行政官的論理を
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どうしても崩せないのであれば，学生ローンとしてではなく，卒業税
（graduation tax）として回収する（奨学金利用者は卒業後一定期間課税さ
れる）のは一つの考え方としている（未来工学研究所 2018: 197）。
　ICL と卒業税のどちらが望ましいかは，Chapman（2005），Barr（2017）
等を参考にしながら，今後検討していきたい。

付記
　本研究は JSPS 科研費基盤研究（C）JP21K01891 と 2022 年度中京大学特
別個人研究費・奨励研究費の助成を受けたものである。記して厚く感謝した
い。
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